




























工場が稼働すれば、 既設の 「関東自動車工業岩手工場」 と合わせ、 トョタ自動車グル プーの小型
車生産を担う2拠点が東北に立地することになる。
これまで東北の第二次産業の中心は、 電機・電子産業にあった。 このことから、 1990年代初頭
から2003年頃までの「失われた10年」(thelost decade)と称される経済の長期不況期には、東北
本稿を執筆するにあたり、東北学院大学自動車産業集被研究チームのメンバーからは自動車技術や分析枠組



























とはいえ、 東北の地場企業のなかには、 数こそ少ないが、 自動車向けの部品や生産設備で納入
実績を有する企業が既に存在し、 本稿は、 それら先行企業の取り組みに注目する。 本稿で取り上
げる先行3社は、 いずれも宮城県に本社があり、電機・電子関連事業に軸足を置きながらも、 各
社がそれぞれ異なる理由と経緯で自動車関連分野に参入していった。 まさに自動車産業への新規




NHKスぺシャル 「景気回復は本物か(2) 新メードインジャパン デジタル家電・世界との戰い」 (2004
年6月5日放送) を参照。
藤本隆宏「能力構築競争j中公新普、2007年を參照。
東北経済産業局産業振興課 「期t地域の自動車産業集被に向けて一「TO H O K Uものづくりコリド 」ーに
よる自動車クラスタ一形成」 「東北経済産業情報 東北2l 特集」2007年2月を参照(ただしhttp://www.
tohoku.meti.go.jp/koho/kohoshi/mokuji/18fy/0702/t syu.htmよりダウンロード)。 しかし、近時に至り、
海外生産した自動車を日本に逆輸入するという日本の自動車会社の行動が注目を集めている。 以前から、 ホ
ンダがタイで生産した小型セダン車「フ ィ ッ ト ア リ ア」、スズキがハンガリーで生産した小型車「スプラッ
シュ」、日産がイギリスで生産した中型SUV「デュアリスJ (英国で「キャシュカイ」、米国で「ローグ」






元マスメディ アなどでしばしば取り上げられることはあったが、 事業の変遷、 製造工程、 技術、
設備、 営業体制、 経営体制、 財務体制さらに経営者の思想などを詳細かっ体系的に明らかにする































































































































シンポジウムのなかで 「中京地区から仕事を九州でとれるかというと、 大体30%̃ 40%ぐらいコストダウン






不可欠だが、 先の地場企業の経営者も指摘していたように、 支授される (supported) ではなく、 大










ここでは、 宮城県内に本社があり、 既に自動車産業に部品や生産設備を納入している 3社の事
例をみる。 内装樹脂部品、 生産設備、 駆動系部品と、 各社が扱う部品や製品は異なるが、 自動車




















に増資した。 加えて、79年2月に関連会社N社 (資本金600万円)、翌80年2月に関連会社T社 (資
本金400万円)、同年6月に関連会社H社(資本金l,000万円)、83年に関連会社F社(資本金500万円)
を設立した。 このような一連の生産機能拡充および資本增強を経て、80年代前半までに、現行の


















置づける一買生産体制、 すなわち設計(金型、 電気、機構分野) →試作→金型製作一→金型による部品
加工-→実装や装飾加工→最終組立て→出荷検査→出荷という流れが整備されることになった。
このような技術基盤の拡充と軌を一にし、電機・電子部品から自動車部品へと事業拡張がおこ









求品質レぺルの違いを実感することになる。 例えば、 使用環境については、 家電向け部品は室内
36
東北における自動車産業集積の可能性
の安定した環境下での使用となるが、 自動車部品は一 40°Cから+ 100℃までとぃう過酷な屋外環
境での使用が想定されている。 また、振動が加わっても故障なく稼動し続けること、1台ごとにキー
が発する電波を変更するセキュリティーコー ド対策など、 「自動車会社の品質要求は〔家電よりも〕



























3年前 (36通前) から始動するとぃわれる。 このことから、 当該パネルに関しては、 新車開発の初
期段階からA社が関与していたことが分かる。 この点、同社関係者は、Tier1に位置する「Z社



















「IS014001J などの第3者機関認証が不可欠となる。 そのうえで、 もちろん発注元の米国自動車
会社による承認があり、 米国自動車会社のスタッフがA社の生産現場に直接立ち入つて審査をぉ
こなう。電機・電子部品と比較すると、審査にかかる時間と人材がおよそ2倍になるとぃう。加

























































長に抜描され、 約100名からなる製造部隊の賀任者を7年ほど経験した。 会社設立後は、 Y社や
電機・電子部品メーカー Z社(先のA社の主要取引先Z社と同じ) からプレスの仕事を受注した。





l989年に、 会社と工場を現在地に移転した。 200l年には近隣の土地を取得し、 工場を新設のう
え開発部を擁する第二事業部(いわゆる、開発部隊とぃう位置づけ)とした。元からの工場は、省カ




機械製造部を擁する第一事業部 (ものづく り部隊) とした。 さらに、 06年に第二事業部の数地内に
新工場を設立し、ここに大型プレス機を配備し、10mの天井高が必要となる自動車用溶接機械(高





さて、 同社の自動車関連生産設備への参入経緯を理解するには、 日本最大手の家電メーカー X
社との取引関係に日を向ける必要がある。 X社との取引は、 社長の元の動め先であり主要取引先
でもあったY社との取引が急激に縮小した際、 会社の存続をかけてX社に営業に出かけたことで




ちなみに、 B社は、 生産設備用の部品加工を協カ会社に外注することがあるが、 「官城県内の企
業に依頼すると、安い、大きいと不満をいわれ、なかなか引き受けてくれない」 ので、仕方なく隣県・






う。 現在もX社との取引は継続中であり、 例えば薄型テレビの生産設備に関しても、 製品をみせ
られたうえで、lインチ3万円とぃう時代に1インチ1万円を切るための日標とタクトをX社か
ら示されたという。 実現までに3年を要したが、 90%を自社で開発し納入に漕ぎ着けた。 訪間時
の2008年には、X社向けマイクロSDカードの全自動化生産設備(パッケージに相包する作業まで自
















































常に短くなっており、 しばしば人海戦術となるため、 ある程度の数を抱えておく必要がある」 と

























までの一貢生産体制の構築の起点とぃえ よ う。 金型部門を設置した理由にっいて、 代表取締役は、





う。 なぉ、 「東北には、 鉄器など、 型の技能が昔からあるのではないか」 という我われの疑間に対




















債に対する債務保証制度を活用した。 同制度は、 中小企業への直接金融の途を開き、 資金調達の
多様化・円滑化に向けて信用保証協会が中小企業者の発行する社債 (私募價) に信用保証を付与す
るものである。 このほか、 新規投資にあたり政府系金融機関からも融資を受けているとぃう。 実
際には融資よりも私募債の方が(資金調達)コストは高くっいたが、信用保証協会の保証が得られ
たことで会社としての信用度が増したとぃう。 04年には、 IS09001認定を取得した。










同社が自動車部品に参入する最初の契機は、 1969年、 ホンダ系大手部品メ カーー V社の宮城県
への進出にあった。 V社と共にダイカスト・メーカ一 3社も進出してきた。地場企業C社は、75





























































工程では、 作業を機械へと置き換え、 機械を人間が管理するとぃう方針で、 生産の自動化が進め
られていた。
以上のような川上工程への積極投資は、先にみた「金型をっくる前に勝負あり」 とぃう代表取
締役の考え方に沿つたものであり、 また 「ダイカストはこうあるぺきだとぃう夢がある。 ダイカ
46
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一貢生産体制の整備 n 3社と も設計→生産 ・ 加工→装飾→組立とぃう一貢生産体制を構築して


























会社間を連結するための取引費用や配送費と ぃった付加費用分が上回つて しま う可能性がある2'。
以上のように、先行企業の事例からみると、一貢生産体制の整備こそが、東北での自動車関連産
業(すなわち、部品や設備)への参入に向けた1つの重要な要件となるかもしれない。

























W .,“Niche andP rfom ance:The Modelating Role ofNetwork Embeddedness,”StrategicMaMgementJlounllal,
voI.26,2005,pp.219-238あるいはAstle1ll, G.W.“The Two Ecologies:PopuIation and C mmuniw l'lelspectives
onOlganizationalEvo!ution,”Administrait,e Sa'enceQuanerty,vol.30,1985,pp.224-241などを参照されたいo
22 部品に関する詳しいデータは、 部品を購入する側の自動車メーカーや車体組立メーカーではなく、 実際に部
品を開発・生産しているTierlやTier2のサプライヤーに書被されている場合がある。 その場合、 後発参入者
は、 自動車メーカーから図面を貸与されるといっても、 ごく簡単な図面しか入手できない可能性がある。 と
なると、 実物見本の寸法や機能を自らで測定しながら、 機作品を自カで作り込んでいかなくてはならない。















つ座9の 前  ここでいう 「つなぎの技術」 とは、 開発データや発注情報の送受信あるいは JIT
対応での部品納品を意味するが、その重要性は、例えばA社の事例のなかで具体的に示されていた。
すなわち、Tier1から送られてくる3D-CAD(CATIA)の設計データをA社の金型製作用データに























































































27 東北学院大学東北産業経済研究所シンポジウムのパネルディ スカ ッショ ンでの居城克治 ・ 福岡大学教授の発
言より。 「パネルディスカッション テーマ2中核人材育成」 「東北学院大学東北産業経済研究所紀要」第
29号、20l0年、68-69買を参照。















めに、 その能力を漸進的に強化していった。 こうした各社の行動をみると、 もちろん用意周到な
計画の重要性を否定するわけではないが、 とりわけ未経験の領域への参入では 「実行による学習」









すなわち、 これまで指摘してきた生産機能の高度化、 開発・設計の強化、 人材育成といった参
入に必要とされる能力や組織体制の整備は、最終的に、経営者がそのリスクをとれるか否か、 と
いう意思決定の間題に還元されるかもしれない。 強固な財務基盤、 利益率の高い他事業の存在と
29 実行による学習という概念の群細は、 Arrow,K.J.,The Li mitsof( )rgani2ation, 1974, W .W .Norton&
Compan1ll,1974(村上泰売訳「組織の限界」岩波雷店、的99年)を参照されたい。また、Weick,K.E.
Sensemakingin〇rgani2ations,S ge,l995(選田雄志・西本直人訳「センスメイキング イ ン  オーガ
ニ ゼ ー シ g ン ズ」文眞堂、200l年) は、人間は予想や仮定と食い違う事象に直面した際、 その驚きが
引き金となり、 自らを取り囲む世界への深い解釈を始動させるとし、 その行為を「センスメイキング」






















































































らざるを得ない。 その意味で、 自動車産業に新規参入可能な予備軍は、 電機・電子や精密機器で
のオンリー ワンの独自技術とそれによる高い収益力を持ち合わせた、 ごく限られた数の地場企業
となるだろう。
【参考文献】
参考文献はすぺて脚注に記した。
56
